
（
１
）
現
在
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
概
要

少
額
投
資
非
課
税
口
座
（
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

口
座
）
に
お
い
て
上
場
株
式
や
公
募
株

式
投
資
信
託
等
を
購
入
す
る
と
、
年
間

１
０
０
万
円
ま
で
の
買
付
に
係
る
配
当

所
得
・
譲
渡
所
得
が
非
課
税
に
な
る
。

こ
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
の
開
設
可
能
期
間

は
、
平
成
２６
年
１
月
か
ら
平
成
３５
年
１２

月
ま
で
の
１０
年
間
と
さ
れ
て
い
る
。

一
度
に
全
額
を
投
資
す
る
必
要
は
な

く
、
そ
の
年
の
間
な
ら
何
度
投
資
し
て

も
、
年
間
合
計
で
買
付
金
額
が
１
０
０

万
円
に
な
る
ま
で
は
非
課
税
枠
内
と
み

な
さ
れ
、
そ
の
投
資
を
始
め
た
年
か
ら

５
年
間
（
５
年
目
の
１２
月
３１
日
ま
で
）

が
非
課
税
期
間
と
な
る
。
つ
ま
り
最
大

５
０
０
万
円
（
年
間
１
０
０
万
円
×
５

年
）
ま
で
非
課
税
投
資
を
行
う
こ
と
が

で
き
る
。

こ
の
非
課
税
期
間
満
了
時
に
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
口
座
内
の
資
産
を
特
定
口
座
や
一
般

口
座
の
課
税
口
座
に
移
さ
ず
、
そ
の
評

価
額
（＝

時
価
）
で
翌
年
の
非
課
税
枠

に
移
管
す
る
「
ロ
ー
ル
オ
ー
バ
ー
」
を

行
う
と
、
さ
ら
に
最
長
で
５
年
間
（＝

合
計
で
１０
年
間
）
の
非
課
税
枠
を
利
用

で
き
る
。
ロ
ー
ル
オ
ー
バ
ー
で
き
る
額

は
評
価
額
で
１
０
０
万
円
（＝

１
年
当

た
り
の
非
課
税
枠
）
ま
で
な
の
で
、
５

年
間
の
非
課
税
期
間
が
終
了
す
る
際
、

評
価
額
が
１
０
０
万
円
を
超
え
て
い
る

分
に
つ
い
て
は
、
特
定
口
座
や
一
般
口

座
の
課
税
口
座
に
移
す
か
売
却
す
る
必

要
が
あ
る
。

（
２
）
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

�
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
拡
充

pickup11

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
年
間
投
資
上
限
額
の
引
上
げ
・
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
創
設

暦
年
贈
与
の
非
課
税
枠
を

有
効
活
用
す
る
こ
と
が
可
能
に

税
理
士

佐
藤
正
明

昨
年
末
に
発
表
さ
れ
た
平
成
２７
年
度
税
制
改
正
大
綱
の
中
か
ら
、
今

後
の
相
続
対
策
に
影
響
を
及
ぼ
す
「
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
、
教
育
資
金
・
住
宅
取

得
等
資
金
贈
与
の
非
課
税
措
置
」
の
拡
充
等
に
つ
い
て
解
説
す
る
。

最新税制に対応した
相続対策提案はこう行う

14２０１５・２月１５日号

ワイド
特集

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
日
本
に
住
む
２０
歳
以

上
の
人
が
一
人
１
口
座
の
み
開
設
で
き

る
制
度
と
し
て
、
平
成
２６
年
１
月
に
ス

タ
ー
ト
し
た
。
当
初
は
一
定
期
間
（
勘

定
設
定
期
間
）
内
は
、
他
の
金
融
機
関

へ
変
更
で
き
な
か
っ
た
が
、
平
成
２６
年

度
税
制
改
正
で
平
成
２７
年
１
月
か
ら
は

他
の
金
融
機
関
へ
変
更
が
で
き
る
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。

今
般
の
平
成
２７
年
度
税
制
改
正
大
綱

で
は
、
年
間
の
非
課
税
投
資
限
度
額
が

引
き
上
げ
ら
れ
、
平
成
２８
年
か
ら
年
間

１
２
０
万
円
ま
で
非
課
税
と
さ
れ
た
。

年
間
８０
万
円
を
上
限
に

親
権
者
等
が
代
理
運
用
を
行
う

�
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
創
設

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
は
投
資
の
裾
野
を
若
年

層
に
拡
大
す
る
役
割
が
期
待
さ
れ
て
い

た
が
、
創
設
１
年
目
を
見
る
限
り
、
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
の
利
用
者
は
シ
ニ
ア
層
が
大
半

を
占
め
た
。
こ
れ
を
受
け
、
平
成
２７
年

度
税
制
改
正
大
綱
に
は
若
年
層
へ
の
投

資
を
浸
透
さ
せ
る
と
と
も
に
、
高
齢
者

に
偏
在
す
る
金
融
資
産
を
成
長
資
金
に

シ
フ
ト
し
、
か
つ
長
期
投
資
を
促
進
す

る
た
め
「
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
の
創

設
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

こ
れ
は
、
両
親
や
祖
父
母
が
、
子
ど

も
や
孫
の
た
め
に
専
用
口
座
を
開
い
て

投
資
す
る
と
、
年
８０
万
円
ま
で
の
投
資

に
係
る
配
当
所
得
・
譲
渡
所
得
が
非
課

税
と
な
る
仕
組
み
で
、
平
成
２８
年
１
月

か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
と
さ
れ
た
。

成
人
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
現
行
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
）
と
の
主
な
相
違
点
は
以
下
の
と
お

り
で
、
そ
の
他
は
成
人
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
準

ず
る
。

・
年
間
投
資
上
限
額
が
８０
万
円
と
低
め

に
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と

・
１８
歳
に
な
る
年
（
基
準
年
）
ま
で
払

い
出
せ
な
い
（
災
害
等
の
や
む
を
得
な

い
場
合
を
除
く
）
こ
と

・
原
則
と
し
て
親
権
者
等
が
代
理
で
運

用
を
行
う
こ
と

１８
歳
で
の
払
出
し
を
可
能
と
し
て
い

る
の
は
、
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
形
成

し
た
資
産
を
大
学
進
学
等
の
学
費
に
充

て
る
こ
と
を
想
定
し
た
も
の
で
あ
る
。

ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
設
で

き
る
の
は
、
平
成
２８
年
か
ら
平
成
３５
年

ま
で
。
開
設
者
は
そ
の
年
の
１
月
１
日

に
お
い
て
、
２０
歳
未
満
で
あ
る
居
住
者

等
で
あ
る
こ
と
が
要
件
で
あ
り
、
新
た

に
取
得
し
た
上
場
株
式
等
を
受
け
入
れ

る
「
非
課
税
管
理
勘
定
」
を
開
設
し
て

運
用
を
行
う
こ
と
に
な
る
。

未
成
年
者
の
非
課
税
管
理
勘
定
の
運

用
期
間
が
終
了
し
た
後
は
、
平
成
３６
年

か
ら
平
成
４０
年
ま
で
の
間
に
「
継
続
管

理
勘
定
」
を
開
設
し
て
年
間
８０
万
円
を

上
限
に
上
場
株
式
等
を
移
管
し
、
本
人

が
２０
歳
に
な
る
ま
で
運
用
す
る
こ
と
が

で
き
る
（
２０
歳
以
降
は
成
人
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

に
引
き
継
ぎ
）。

基
礎
控
除
の
１
１
０
万
円
を

子
や
孫
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
運
用

（
３
）
相
続
対
策
に
与
え
る
影
響

平
成
２７
年
か
ら
相
続
税
・
贈
与
税
制

が
改
正
さ
れ
た
こ
と
で
相
続
対
策
へ
の

関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
が
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

の
改
正
は
贈
与
税
の
暦
年
贈
与
の
基
礎

控
除
１
１
０
万
円
の
活
用
に
大
き
な
影

響
を
与
え
る
。

ま
ず
贈
与
さ
れ
た
資
金
を
現
行
の
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
で
運
用
す
る
場
合
、
年
間
１
１

０
万
円
の
非
課
税
枠
を
フ
ル
に
活
用
す

る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
し
か
し
、

上
限
額
が
１
２
０
万
円
に
拡
充
さ
れ
れ

ば
、
受
け
取
っ
た
１
１
０
万
円
す
べ
て

を
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
運
用
す
る
こ
と
が
可
能

と
な
る
わ
け
だ
。

さ
ら
に
、
シ
ニ
ア
世
代
の
金
融
資
産

の
う
ち
、
祖
父
母
自
身
や
両
親
の
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
の
投
資
上
限
を
超
え
る
金
額
に
つ

い
て
、
暦
年
贈
与
の
非
課
税
枠
内
で
孫

に
贈
与
し
、
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
運

用
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
生
前
贈
与
と

次
世
代
の
資
産
形
成
を
同
時
に
行
え
る

と
い
う
意
味
で
は
、
生
前
贈
与
の
選
択

肢
が
一
つ
増
え
た
と
考
え
ら
れ
、
相
続

対
策
と
し
て
も
有
効
で
あ
ろ
う
。

図表 NISAとジュニアNISAの制度概要

NISA

２０歳～

上場株式、公募株式投信など

１００万円／最大５００万円（平成２８年１月
１日以降は、１２０万円／最大６００万円）

平成３５年まで

投資した年から最長５年

本人
払出しは自由

ジュニアNISA（平成２８年１月１日～）

０～１９歳

８０万円（５年間で最大４００万円）

原則、親権者等が未成年者に代理して
運用をする
１８歳まで引き出せない
（災害などやむを得ない場合を除く）
成人NISAに引き継ぎ

利用できる人

対象商品

年間投資
上限額

投資できる期間

非課税の期間

運用口座の
管理
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